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本委員会の調査事件について、会議規則第４５条第２項の規定により、下記のとおり報告いたしま

す。

記

１ 調査事件名

・所管事務調査「防災に関する事項」

（防災・減災について）

２ 調査の経過

３ 中間報告

総務文教常任委員会の任期中の主要な調査事項として、「防災・減災」について調査した結果は、

別紙のとおりです。

年月日 調査の内容

令和２年

10月 ６日
「小貝川の決壊箇所の現地視察」を実施

11月17日 「常総市・鬼怒川堤防決壊箇所の現地視察」を実施

12月 ４日

12月25日

現地視察の結果を踏まえ、「防災・減災」について委員間討議し、調査方法を決

定

令和３年

１月20日

「防災・減災」について、各班の調査項目を発表し、今後のスケジュールを確

認

３月 ５日

６月16日

９月 ８日

各班の調査項目についての中間発表

12月 ３日 各班の最終調査結果報告を行い、委員間討議

12月 ７日 調査結果を中間報告することを決定



委員会任期中における所管事務調査結果について

テーマ：「防災・減災」

～台風・豪雨等による洪水や河川氾濫などの「水害」に関すること～

上記テーマについて、委員会任期中に調査研究した結果について報告します。

調査研究にあっては、２班に分かれそれぞれが独自の調査項目を設定し調査研究

を進め、各班内で討議を重ね、結果を導き出したものです。調査研究項目及び結果

概要については以下のとおりです。

・調査研究項目

１ 氾濫を出来るだけ防ぐ・減らすための対策について

２ 被害を減少させるための対策について

・結果概要

研究課題は、広域連携での利根川、小貝川の流域治水による減災対策である。

利根川が、一昨年の台風１９号による増水でも決壊しなかったのは、右岸左岸に

ある田中調節池と稲戸井調節池によるものである。稲戸井調節池も国の管理なので、

守谷市と連携して国に対しさらなる工事の推進を依頼するべきである。

小貝川に関しては、現在調節池は１箇所であり、筑西市に一時貯水施設を検討中

であることから、取手市としてはこれを推進する方向に働き掛けるべきである。

雨水の貯留機能向上として、休耕田の田んぼを活用した「田んぼダム」が有効

であると考えられることから、排水対策課や農業委員会の連携も必要であり、総

務文教常任委員会として働き掛けて行くことが重要である。

・調査研究項目

１ マイ・タイムラインについて

２ 避難所への行動等について

３ 避難所の体制について

・結果概要

命を守る行動として、自治体は河川の増水による避難行動の指標としてタイム

ラインを作成しているが、個人または家族で事前に自分たちの避難行動を計画し

ておく「マイ・タイムライン」の作成を推進することが重要である。

また、避難行動時に、正しい情報を市民にどのように提供して早目の避難を促

進させるかも大事である。

そして、地域防災計画に定めている広域避難計画については、事前に市民に周

知徹底しておくことが必要である。

別紙



・調査研究項目

１ 衛生対策について

２ 健康対策について

・結果概要

水害時の衛生対策・健康対策について調査研究で、情報収集、共有伝達及び医

療体制の対策が重点であると捉える。取手市の現状対応と対策に関して考察する

と、被災した被害の大小にかかわらず、状況把握、確かな情報発信及び伝達が重

要であることが分かる。このことは、実態を把握することで見通しが立つことか

ら、情報共有や連絡手段の確保・整備が大きな課題となる。

大規模水害時、命を守るための初期対応能力として、自力の対応能力を高める

ことも重要である。特に医療体制では、その他の市外や県、国の支援の計画的整

備もとても重要であり、引続き詳細な連携の取り組みを求めたい。

・調査研究項目

１ 「ＹｏｕＴｕｂｅや市ホームページなどでの現状、各地の情報」について

２ 「ＬＩＮＥとメールの活用、災害時情報受付」について

・結果概要

取手市は、災害用のユーチューブを実施していないことから、国交省が発信し

ているデータなどをリンクできるようにするため、今後は災害時にユーチューブ

を臨時の市ホームページに開設し、市民が各種の状況を見ることができるように

することが重要である。

避難所運営に関しては、マニュアルがきちんと出来て一歩前進したように感じ

た。

市のホームページは、災害時に非常用のホームページに変わることもいい傾向と

感じた。

ＬＩＮＥを活用し、市民や議員が情報を収集し、どのようにつなげて行くかとい

うことをしっかりと考えて行かなければならない。

災害時の情報受付については、電話は１０回線ほどなので、メールやＬＩＮＥで

災害本部が受け付けられるようにしたほうがいいと感じた。

・調査研究項目

１ 避難所について

２ 防災ラジオ普及促進について

・結果概要

水害時避難所は、浸水区域人口約６万人のうち約２万４０００人分必要であり、

１次水害避難所、広域避難協定による避難所、車中避難、市指定以外の施設の利

用、ＵＲなどの空室の提供などあるが、その人数分のスペースを調達するのは難

しいことが分かった。

大事なことは、事前にどのタイミングで行動するかということであり、情報伝達



のためには防災ラジオの活用が急がれるが、今現在数量が足りていないのが課題で

ある。

・調査研究項目

１ 災害ゴミについて

・結果概要

災害ゴミの指定場所が、現在は下水道組合の１万１０００㎡１箇所で、とても

足りなく、藤代体育館やグリーンスポーツセンターなどを視野に入れているが、

浸水想定区域には設置できないので、まだ検討中とのことである。

災害ゴミの案内については計画中だが、防災無線・防災ラジオ・広報紙などを考

えている。

しかし、今水害が起きたらと思うと、第三者機関に調査委託して出来るだけ早く

計画しなければならない。

以上のことから、いつどこで起こるか分からないのが災害であるが、水害は降雨

量等により発災までに比較的時間があることから、発災前・発災後の対応をきちん

と行うことができる。大事なことは、普段から命を守るための行動計画を立て、避

難後の衛生面や健康面等の対応、片づけに関する諸問題まで、河川や低地の周りで

暮す市民へのトータル的な対応について、迅速的確に取り組んで行かなければなら

ないと感じた。

地球温暖化に伴う気候変動は、私たちの生活を日に日に脅かしている。あらゆる

手段を駆使して命を守って行かなければならない。


